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（目 的） 

第１条 この業務方法書は、独立行政法人通則法（平成 11年法律第 103号）第 28条

及び独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営並びに財務及び会計に関する内

閣府令（平成 15年内閣府令第○号）第○条に基づき、独立行政法人北方領土問題対

策協会（以下「協会」という。）の業務の方法について基本的事項を定め、もってそ

の業務の適正な運営を図ることを目的とする。 

 

（業務運営の基本方針） 

第２条 協会は、北方領土問題その他北方地域（歯舞群島、色丹島、国後島、択捉島を

いう。以下同じ。）に関する諸問題についての国民世論の啓発並びに調査及び研究（以

下「調査研究」という。）を行い、併せて北方地域に生活を有していた者に対し援護

を行うことにより、北方領土問題その他北方地域に関する諸問題の解決の促進に資す

るとともに、北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律（昭和 36年法律

第 162号。以下「北方地域旧漁業権者等法」という。）に基づき、北方地域旧漁業権

者等（北方地域旧漁業権者等法第２条第２項に規定する北方地域旧漁業権者等をいう。

以下同じ。）その他の者に対し、漁業その他の事業及び生活に必要な資金を融通する

業務を行う。 

２ 協会は、これらの業務の重要性及び総合的、一体的な処理の必要性にかんがみ、そ

の業務の遂行に当たっては独立行政法人北方領土問題対策協会法（平成 14年法律第

132 号。以下「協会法」という。）の趣旨を踏まえ、関係機関・団体等と密接な連携

を保ち、能率的かつ効果的な業務運営を図ることを基本方針とする。 

 

（国民世論の啓発） 

第３条 協会は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、北方領土問題その他北方地

域に関する諸問題について、国民世論の啓発を図る。 

 一 北方領土返還要求運動の推進 

 二 青少年や教育関係者に対する啓発の実施 

 三 インターネット等を活用した情報を提供 

 四 北方四島交流事業の実施 

 

（調査研究） 

第４条 協会は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、北方領土問題その他北方地

域に関する諸問題について、調査研究を実施する。 

 一 北方領土問題等の研究者等を構成員とする研究会の開催 



 二 国際シンポジウムの開催 

 

（援護事業） 

第５条 協会は、次の各号に掲げる業務を行うことにより、昭和 20 年８月 15 日にお

いて北方地域に生活の本拠を有していた者に対し必要な援護を行う｡ 

 一 元島民等の団体が行う返還要求運動に対する支援 

 二 戦前における北方四島生活実態、引き揚げの状況等に関する資料・証言の収集及

び保存活動を支援 

 三 北方四島自由訪問を元島民等の団体に委託して実施 

 

（北方地域旧漁業権者等法第４条に関する業務） 

第６条 協会は、次の各号に定めるところにより、北方地域旧漁業権者等法第４条に規

定する業務（以下「貸付業務」という。）を実施する。 

２ 貸付業務を行う際の貸付条件等は、次の各号に定めるところによる。 

 

（貸付条件等） 

一 貸付金の種類、貸付金の使途、貸付の相手方、利率、償還期限、据置期間及び貸

付金の限度額並びに年間の貸付枠については、別表のとおりとする。 

 

（利率の見直し） 

 二 〈検討中〉 

 

（保証人及び担保） 

三 保証人及び担保を徴するものとする。ただし、担保を徴することが困難又は不適

当であり、且つ、債権保全上支障がないと認められるときは、理事長の定めるとこ

ろにより担保を徴しないことができる。 

 

（償還の方法） 

四 貸付金の償還は、割賦又は一時払いとする。 

 

（貸付条件の変更） 

五 災害その他特別の事由により、貸付を受けた者につき元利金の支払いが著しく困

難であると認める場合には、貸付条件又は延滞元利金の支払方法を変更することが

できる。 

 

（重複貸付の制限） 



六 現に転貸機関より貸付を受けている者に対する同一融資対象への貸付はできな

い。 

 

（転貸資金の貸付条件） 

七 転貸機関が行う協会資金の転貸借人への貸付は、協会が行う直接貸付にかかる資

金の貸付条件と同一の条件を附すべきこととする。 

 

（貸付金の限度の特例） 

八 相当数の北方地域旧漁業権者等が受益すると認められる法人の営む事業に必要

な資金で大型漁船の建造、冷蔵庫の設置等所定の貸付金額の限度によることが著し

く困難であると認められるものであって、協会が特に必要と認めるものに係る貸付

金額の限度額については、主務大臣の承認を受けて所定の限度によらないことがで

きる。 

 

（貸付業務の委託の基準） 

九 協会は、金融機関に対して、財務内容を検討し、以下の基準により貸付業務の一

部を委託することができる 

(ｱ)  受託金融機関（以下「受託者」という。）は、受託業務に必要な資金の交付を受 

けたときは、協会に対し、別に定めるところにより利息を支払うものとする｡ 

(ｲ)  協会は、受託者に対し、別に定めるところにより受託業務取扱手数料を支払う 

ものとする。 

  (ｳ)   受託者における受託業務に関する諸費用は、原則として受託者の負担とする。 

(ｴ)   受託者は、その取り扱いに係る貸付金の元金の償還又は利息の支払いの最終期

限到来後６ヵ月を経過してもなお元利金の全部又は一部について償還又は払込み

がなかったときは、受託者は直ちに当該未払元利金の２割に相当する金額を協会

に対し、借受人に代わって弁済し、引き続きその管理回収の責に任じなければな

らない。 

(ｵ) 協会は、受託者が同号(ｴ)の規定による弁済を直ちにすることが事務処理上適当 

としない理由がある場合には、受託者の弁済を猶予することができる。 

(ｶ) 受託者が同号(ｴ)の規定により弁済した後、当該貸付金について元利金の払込み 

又は回収金の２割に相当する金額を弁済金の回収に充当することができる。受託

者がその求償権に基づき回収した金額についても、また同様とする。 

  (ｷ)   受託者は、貸付金が貸付の目的以外に使用されることがないよう適切な措置を 

    とらなければならない。 

  (ｸ)   受託者は、協会から委託された業務に関し経理を別にし、これに関する所定の 

    報告をしなければならない。 



（事業の認定等に関する委嘱） 

十 協会は、都道府県等に対し、必要あるときは設計の審査、工事の認定等の事務を

委嘱することができる。 

 

（附帯業務） 

第７条 協会は、第３条から前条までに定める業務に附帯する業務として、広報活動等

の実施、地方公共団体との連携を推進することができる。 

 

（業務の委託の基準） 

第８条 協会は、第３条から５条までに定める業務のうち、自ら実施することが効率的

でないと認めるものについて、次の各号に掲げる基準に従い、業務の全部又は一部の

実施を委託することができる。 

 一 受託者は、委託業務を適正に実施することができる者のうちから、次条に定める

競争入札その他の適切な方法で選定すること。 

 二 業務の委託の範囲を明確に定めること。 

 三 受託者との契約は、業務の委託の範囲、委託期間、委託業務遂行に当たっての留

意事項、受託者が法令、契約等で定められた義務に違反した場合の措置につき定め

た書面により行うこと。 

 

（競争入札その他の契約に関する基本的事項） 

第９条 協会は、売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合において、次項及び第

３項に規定する場合を除き、一般競争に付さなければならない。 

２ 契約の性質又は目的により、競争に加わるべき者が少数で前項の競争に付する必要 

がない場合及び同項の競争に付することが不利と認められる場合においては、指名競 

争に付することができる。 

３ 契約の性質又は目的が競争を許さない場合、緊急の必要により競争に付することが 

できない場合及び競争に付することが、不利と認められる場合においては、随意契約 

によることができる。 

４ 契約に係る予定価格が少額である場合においては、第１項及び第２項の規定にかか 

わらず指名競争に付し、又は随意契約によることができる。 

５ 第１項又は第２項に規定する競争に付する場合においては、契約の目的に応じ、予  

定価格の制限の範囲内で最高又は最低の価格をもって申し込みをした者を契約の相

手方とする。 

６ 契約の性質又は目的から前項の規定により難い契約については、同項の規定にかか 

わらず、価格及びその他の条件が協会にとって最も有利なものをもって申し込みをし 

た者を契約の相手方とすることができる。 



（業務の受託） 

第 10条 協会は、北方四島交流受入事業等の業務の実施を受託しようとするときは、

委託者と受託契約を締結するものとする。 

２ 前項の契約においては、原則として、次の事項を定めるものとする。 

 一 業務の題名 

 二 業務の目的及び概要 

 三 業務の開始及び完了の時期 

 四 業務実施の方法 

 五 業務の受託料の額及び受取方法 

 六 業務の受託料が適正に支払われないときの措置 

 七 業務の遂行が困難となったときの措置 

 八 その他必要な事項 

３ 業務の実施を受託するときは、別に定めるところにより、適正な対価を徴収するも 

のとする。 

 

（細 則） 

第 11条 協会は、この業務方法書に定めるもののほか、業務の運営に関し、必要な事

項について細則を定めるものとする。 

 

   附 則 

  この業務方法書は、主務大臣の認可のあった日から施行し、平成 15 年 10月 1日

から適用する｡ 


